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Fmsy 
SBmsy を維持する漁獲圧 

（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳, 4 歳以上）=（0.29, 0.39, 0.28, 0.27, 0.27） 

%SPR 31.1% Fmsy に対応する%SPR 

MSY 7.2 万トン 最大持続生産量 
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1. 再生産関係 
1-1）使用するデータセット 

本資源の再生産関係式の設定は「令和 6（2024）年度漁獲管理規則および ABC 算定のた

めの基本指針（FRA-SA2024-ABCWG02-01）」（水産研究・教育機構 2024a）に従い、以下の

データセットを使用して実施した。解析には R パッケージ frasyr（v2.4.0.0）を用いた。frasyr

で用いた式の詳細は「再生産関係の推定・管理基準値計算・将来予測シミュ ーションに関

する技術ノート（FRA2024-ABCWG01-02）」（水産研究・教育機構 2024b）を参照のこと。 

 

1-2）再生産関係の検討 

本資源の管理基準値案の算出および将来予測計算に使用する再生産関係（補足資料 1）と

して、ホッケー・スティック（HS）型再生産関係、リッカー（RI）型再生産関係、およびベ

バートン・ホルト（BH）型再生産関係について検討した。最適化手法として、最小二乗法

および最小絶対値法を候補とした。また、加入量の残差への自己相関の考慮の有無も検討材

料とした。再生産関係の検討は、資源評価で推定された 1995～2023 年漁期の加入量および

親魚量に基づき、直近の 2023 年漁期の推定結果は、加入量の不確実性が高いと考えられる

ことから使用しなかった。再生産関係の検討候補を表 1a に示す。 

 補正赤池情報量規準（AICc）を比較すると、BH 型を当てはめた場合のほうが HS 型およ

び RI 型を当てはめた場合よりも低く、また、最小絶対値法を用いた場合の方が最小二乗法

を用いた場合よりも低くなった。BH 型、RI 型では、最小絶対値法により当てはめた場合の

自己相関プロットからは加入残差に自己相関が認められなかった。HS 型では、最小絶対値

法により当てはめた場合の自己相関プロットから、加入残差に自己相関が認められたこと

ため自己相関を考慮したモデルを候補とした。自己相関パラメータを推定する際は、自己相

関を考慮しないでパラメータ推定したのちに残差に対して自己相関係数を推定する方法

（二段階推定）を用いた。以上の 3 つの再生産関係を候補として補足図 1-1、補足資料 3 に

示す。 

 

1-3）再生産関係の候補 

BH 型、HS 型は、RI 型に比べ AICc は低かったものの、親魚量が少ない時に高い加入量

が予測された（補足図 1-1）。本資源では親魚量が 3.8 万トン以下の際の加入量のデータが無

い。親魚量が少ない時に高い加入量を予測値として与えることは、将来予測に基づき適切な

資源利用を図る上ではリスクとなる。そのため、RI 型を再生産関係の候補として考えた。 

また、RI 型再生産関係の妥当性を検討するため、簡易的な MSE（Management Strategy 

Evaluation、管理戦略評価）により、RI 型と HS 型で再生産関係を誤って適用した場合と、

RI 型と BH 型で再生産関係を誤って適用した場合の資源減少リスクをそれぞれ検討した（補

データセット 基礎情報、関係調査等 

資源量・親魚量 令和 6（2024）年度ゴマサバ太平洋系群の資源評価（水産機構） 



FRA-SA2024-BRP02-02 

4 
 

足資料 4、5）。それぞれの検討では、➀真の再生産関係が RI 型の再生産関係であるときに、

誤って HS（BH）型の再生産関係を適用して管理した場合、➁真の再生産関係が HS（BH）

型の再生産関係であるときに、誤って RI 型の再生産関係を適用して管理した場合について、

資源が減少するリスクを評価した（補足資料 4、5）。簡易的な MSE を行った結果、RI 型が

推奨される結果が得られたことから、本資源の再生産関係の候補としては RI 型再生産関係

式を用いることが適当と考えられる。なお、RI 型を最小絶対値法により当てはめた場合の

自己相関プロットからは加入残差に自己相関が認められなかった。従って、本資源において

は再生産関係のモデルに自己相関を積極的に考慮する必要はないと判断した（表 1a、補足

資料 1）。上述の通り、本系群の再生産関係の候補としては、「再生産関係の決定に関するガイ

ドライン（FRA-SA2024-ABCWG01-05）」（水産研究・教育機構 2024c）の a（予測力）およ

び b（生物学的妥当性）の基準に従い、最小絶対値法で最適化した自己相関を用いない RI 型

再生産関係式を候補として提案する（図 1）。この再生産関係のパラメータ推定値を表 1b に

示した。 

 

2. 管理基準値 
2-1） データセットおよび計算方法 

 最大持続生産量（MSY）に対応する管理基準値案等の算出、および将来予測は、「令和 6

（2024）年度漁獲管理規則および ABC 算定のための基本指針（FRA-SA2024-ABCWG02-01）」

（水産研究・教育機構 2024a）の 1 系資源の管理規則に従い、1-3）で候補とした再生産関

係と、表 2 に示した将来予測計算に用いた各種設定（自然死亡係数、成熟率、年齢別平均体

重）を使用して実施した。現状の漁獲圧（F2018-2022、図 2）には 2018～2022 年漁期の漁獲

係数（F 値）の平均値を用いた。本系群では、平均世代時間（4.0 年）の 20 倍の年数のシミ

ュレーション期間後を平衡状態と仮定し、その際の平均漁獲量が最大化される F 値を Fmsy、

その Fmsy で漁獲した場合の平衡状態での平均親魚量を SBmsy とした。 

 

2-2）管理基準値案と禁漁水準案 

 目標管理基準値（SBtarget）として MSY を実現する親魚量（SBmsy：16.7 万トン）、限界

管理基準値（SBlimit）として MSY の 60%の漁獲が得られる親魚量（SB0.6msy：5.4 万トン）、

禁漁水準（SBban）として MSY の 10%の漁獲が得られる親魚量（SB0.1msy：0.7 万トン）を

用いることを提案する。これらの基準値案について、漁業がなかった場合を仮定した初期親

魚量（SB0）に対する比、対応する漁獲圧の下での平衡状態における平均漁獲量、対応する

漁獲圧の現状の漁獲圧に対する比などを表 3 に示す。目標管理基準値として提案する SBmsy

は SB0 の 40%に相当し、その親魚量において期待できる漁獲量の平均値（MSY）は 7.2 万

トンである。また、目標管理基準値案に対応する漁獲圧（SBmsy を維持する漁獲圧：Fmsy）

の現状の漁獲圧に対する比（Fmsy/F2018-2022）は 0.80 で、その時の漁獲割合（Umsy）は

22%である。限界管理基準値として提案する SB0.6msy は SB0 の 13%、禁漁水準として提案

する SB0.1msy は SB0 の 2%である。 
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様々に F 値を変えた場合の平衡状態における親魚量、およびこれに対する年齢別漁獲量

の平均値を図 3 に示す。親魚量が SBlimit 以下では 0～2 歳魚が殆どを占めるが、親魚量が

増加するにつれて高齢魚の比率が高くなる傾向がみられる。 

 

2-3）神戸プロット 

目標管理基準値案である SBmsy と、SBmsy を維持する漁獲圧 Fmsy を基準にした神戸プ

ロットを図 4 に示す。本系群における漁獲係数（F 値）は、2014 年漁期以降、多くの年で

Fmsy を上回って高く推移していたが、2019 年漁期、2021 年漁期、2023 年漁期は Fmsy を下

回っていたと判断される。現状の親魚量（2023 年漁期の親魚量：7.9 万トン）は目標管理基

準値案 SBmsy を下回っている。現状の親魚量に対する目標管理基準値案、限界管理基準値

案、および禁漁水準案の比は、それぞれ 2.10、0.68 および 0.09 である。 

 

2-4）漁獲管理規則案 

本資料で提案する漁獲管理規則は、限界管理基準値案および禁漁水準案となる親魚量を

閾値として漁獲管理の基礎となる漁獲係数（F 値）を変えるルールであり、親魚量が限界管

理基準値案を下回ると禁漁水準案まで直線的に漁獲圧を下げる。F 値の上限は Fmsy に調整

係数 β を乗じたものである。限界管理基準値案および禁漁水準案に標準値を用いた場合（す

なわち、SBlimit は SB0.6msy、SBban は SB0.1msy の場合）の漁獲管理規則案における親魚

量と漁獲係数の関係を図 5a に、この漁獲管理規則案で漁獲した場合に期待できる平均的な

漁獲量との関係を図 5b に示す。図に例示した漁獲管理規則案の β は後述する 10 年後に親

魚量が目標管理基準値案を 50%以上の確率で達成する最大値 0.4 を用いた。 

 

2-5）漁獲管理規則案に基づく資源の将来予測 

（1）将来予測の設定 

令和 6（2024）年度資源評価で推定された 2023 年漁期の資源量から、コホート解析の前

進法を用いて 2024～2053 年漁期の将来予測計算を行った。この将来予測では加入量の不確

実性を考慮した。近年、親魚量の減少傾向を示し、2015～2022 年漁期は、再生産成功率が

低く推移し、加入量が低い値となった。2023 年漁期は、加入量の推定値は高いものの、そ

の不確実性は大きい。今後も短期的には加入量の低下傾向が継続することが十分に予測さ

れることから、2015～2022 年漁期の加入量の低下傾向を考慮した将来予測を行った。具体

的には加入量の不確実性として、2024 年漁期以降の加入量を 1995～2022 年漁期の観測値と

再生産関係式の残差を後ろ向きに時代を区切ってリサンプリングによって与えるバックワ

ードリサンプリングを行った。この試行を 10,000 回行い、それらの平均値と 90%予測区間

を求めることにより、不確実性の程度を示した。なお、将来予測の計算方法は補足資料 2 に

示した。 

直近の加入量の低下傾向を考慮せず、再生産関係式を用いて各年に予測される親魚量か

ら 2024 年漁期以降の加入量を予測し、その予測値に対数正規分布に従う誤差を与えること

で加入量の加入量の不確実性を考慮した将来予測についても計算を行い、補足資料 6 に示

した。 
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2024 年漁期の漁獲圧は現状の漁獲圧（F2018-2022）を仮定した。現状の漁獲圧は令和 6

（2024）年度評価における 2018～2022 年漁期の平均漁獲圧である。2024 年漁期に予測され

る資源量と現状の漁獲圧から同年の漁獲量を算出した。2025 年漁期以降の漁獲圧は、上述

の漁獲管理規則案に従い、各年に予測される親魚量をもとに算出した。将来予測の計算方法

は補足資料 2 に示した。 

 

（2）管理開始年（2025 年漁期）の予測値 

2025 年漁期の平均親魚量は 12.4 万トンで、目標管理基準値案を下回り、限界管理基準値

案および禁漁水準案を上回ると予測された（表 4～7）。漁獲管理規則案に基づき計算され

た 2025 年漁期の平均漁獲量は β を 0.4 とした場合には 1.8 万トン、β を 0.8 とした場合には

3.4 万トンと予測された（表 8）。 

 

（3）管理開始から 5 年後（2030 年漁期）および 10 年後（2035 年漁期）の予測値 

管理開始から 5 年後および 10 年後の将来予測の結果を図 6 および表 9 に示す。現状の漁

獲圧（F2018-2022）で漁獲を継続した場合の結果も比較のため示した。β を 0.4 として漁獲

管理規則案に基づく管理を継続した場合、親魚量は 5 年後に 15.9 万トン（90%予測区間は

14.7 万～17.2 万トン）、10 年後に 21.0 万トン（90%予測区間は 16.5 万～31.2 万トン）と予

測された（表 7、9）。β を 0.8 とした場合には、5 年後に 9.7 万トン（90%予測区間は 8.9 万

～10.5 万トン）、10 年後に 11.1 万トン（90%予測区間は 8.4 万～16.6 万トン）と予測された。

親魚量が目標管理基準値案を上回る確率は、β が 0.3 以下で 5 年後に 50%を上回り、β が 0.4

以下で 10 年後に 50%を上回った。限界管理基準値案を上回る確率は、β が 1.0 以下で 5 年

後に 50%を上回る。現状の漁獲圧（F2018-2022）を継続した場合、管理開始から 10 年後（2035

年漁期）の親魚量の予測値は 4.3 万トン（90%予測区間は 3.2 万～6.5 万トン）であり、目標

管理基準値案を上回る確率は 0%、限界管理基準値案を上回る確率は 14%と予測された。β

を 0.4 以下とした場合と比べて、管理期間 10 年間において親魚量が限界管理基準値案を下

回るリスクが高くなることが予測された（表 9）。 

 

3. まとめ 
本資源では、資源評価で推定された 1995～2022 年漁期の加入量および親魚量に基づき、

再生産関係モデルとして自己相関を考慮しない RI 型再生産関係式を適用し、そのパラメー

タを最小絶対値法により推定することを提案する。 

目標管理基準値案は MSY を実現する資源水準と定められていることから、上記の再生産

関係から推定される SBmsy（16.7 万トン）とすることを提案する。限界管理基準値案、禁漁

水準案には、標準値である SB0.6msy（5.4 万トン）、SB0.1msy（0.7 万トン）をそれぞれ提案

する。 

現在の本系群の親魚量は目標管理基準値案以下にあると考えられる。SBmsy を維持する

漁獲割合は 22%、漁獲圧は F2018-2022 の 0.80 倍である（表 3）。標準値 β が 0.8 であれば、

10 年後、親魚量は目標管理基準値案を 10%の確率で上回り、β が 0.4 以下であれば、今後も

50%以上の確率で MSY 水準に維持されると予測される。 
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4. 今後の検討事項 
資源評価結果も含めた今後検討すべき課題として、令和 6（2024）年度ゴマサバ太平洋系

群の資源評価（上村ほか 印刷中）の補足資料 10 に記載した。 
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図 1. 再生産関係  

再生産関係には自己相関を考慮しないリッカー（RI）型再生産関係式を用い、最小絶対

値法によりパラメータ推定を行った。丸印は分析に使用した 1995～2022 年漁期の親魚

量と加入量を示す。図中の数字は加入群の年級（生まれ年）を示す。パラメータ推定の

際は加入尾数の推定値に不確実性の高い 2023 年漁期のデータを除いた。図中の再生産

関係式（青実線）の上下の点線は、仮定されている再生産関係において観察データの

90%が含まれると推定される範囲である。 
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図 2. 年齢別の漁獲係数（F 値） 

2017 年漁期以降の各年の年齢別 F 値を示す。黒線は現状の漁獲圧（F2018-2022）であ

り、2018～2022 年漁期の F 値の平均である。 

 

 

 

 

図 3．管理基準値案および禁漁水準案と年齢別漁獲量曲線の関係 

将来予測シミュレーションにおける平衡状態での、親魚量に対する年齢別漁獲量の平

均値と、それぞれの管理基準値案の位置関係を示す。漁業がなかった場合を仮定した初

期親魚量（SB0）は 41.8 万トンである。  
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図 4. 神戸プロット  

縦軸は各年の漁獲圧 F の Fmsy との比である。図中の目標管理基準値案、限界管理基準

値案、および禁漁水準案には、それぞれ SBmsy、SB0.6msy、SB0.1msy を用いた。 
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a） 縦軸を漁獲圧にした場合 

 

b） 縦軸を漁獲量にした場合 

  

 

図 5. 漁獲管理規則案  

目標管理基準値（SBtarget）案はリッカー型再生産関係に基づき算出した SBmsy である。

限界管理基準値案（SBlimit）および禁漁水準案（SBban）には、それぞれ標準値を用い

ている。調整係数 β には 0.4 を用いた。黒破線は Fmsy、灰色破線は 0.4Fmsy、黒太線は

HCR、赤点線は禁漁水準案、黄一点鎖線は限界管理基準値案、緑破線は目標管理基準値

案を示す。a）は縦軸を漁獲圧にした場合、b）は縦軸を漁獲量で表した場合である。b）

については、漁獲する年の年齢組成によって漁獲量は若干異なるが、ここでは平衡状態

における平均的な年齢組成の場合の漁獲量を示した。 
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図 6. 管理基準値案に基づく漁獲管理規則案を用いた将来予測（赤色）と現状の漁獲圧で漁

獲を続けた場合の将来予測（青色）の比較 

太実線は平均値、網掛けはシミュレーション結果の 90%が含まれる 90%予測区間、細

線は 3 通りの将来予測の例示である。親魚量の図の緑破線は目標管理基準値案、黄一点

鎖線は限界管理基準値案、赤点線は禁漁水準案を示す。漁獲量の図の黒破線は最大持続

生産量 MSY を、漁獲割合の図の黒破線は目標管理基準値案を維持する漁獲割合の水準

（Umsy）を示す。2024 年漁期の漁獲は予測される資源量と現状の漁獲圧（F2018-2022）

により仮定し、2025 年漁期以降の漁獲は漁獲管理規則案（図 5）に従うものとした。調

整係数 β には 0.4 を用いた。
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表 1. 再生産関係式の検討候補と選択した再生産関係のパラメータ推定値 

 

a) 再生産関係式の検討候補 
再生産関係式 最適化法 自己相関 AICc ΔAICc 順位 

リッカー（RI） 最小絶対値法 無 45.9 3.99 4 

ベバートン・ホルト（BH） 最小絶対値法 無 41.9 0.00 1 

ホッケー・スティック（HS） 最小絶対値法 二段階 43.4 1.54 2 

ホッケー・スティック（HS） 最小絶対値法 無 43.4 1.54 2 

ベバートン・ホルト（BH） 最小二乗法 無 47.1 5.21 5 

ホッケー・スティック（HS） 最小二乗法 無 47.4 5.48 6 

リッカー（RI） 最小二乗法 無 50.6 8.74 7 

推奨する再生産関係式を太字とした。順位は AICc の値に基づくものであり、最終的に推奨

する再生産関係の順位を示したものではない。自己相関パラメータの推定には、自己相関を

考慮しないでパラメータ推定したのちに残差に対して自己相関係数を推定する方法（二段

階推定）を用いた。この場合、最適化法には外れ値の影響を受けにくい最小絶対値法を用い

た。 

 

 

b) 選択した再生産関係のパラメータ推定値 

再生産関係式 最適化法 自己相関 a b S.D. ρ 

RI 型 最小絶対値法 無 0.0106 4.85e-06 0.547 - 

a、b はリッカー型再生産式のパラメータ、S.D.は加入のばらつきの大きさをあらわす指標

（対数残差の標準偏差）、ρ は自己相関係数である。 
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表 2. MSY 管理基準値等の算出および将来予測計算に用いた各種設定と Fmsy 

 

選択率は、現状の漁獲圧（F2018-2022；2018～2022 年漁期の平均漁獲圧）のものを用いた。

自然死亡係数、平均体重は 2018～2022 年の平均である。 

 

 

表 3. 各種管理基準値案における平衡状態のときの平均親魚量、漁業がなかった場合を仮

定した初期親魚量（SB0）に対する比、平均漁獲量、%SPR 換算した漁獲圧、漁獲割合、

現状の漁獲圧に対する努力量の比の関係、および SBmsy を維持する漁獲圧における年

齢別漁獲係数（Fmsy） 

 

管理基準値案 説明 
親魚量 

(万トン) 

SB0 に 

対する比 

漁獲量 

(万トン) 

漁獲圧 

(%SPR) 
漁獲割合 

努力量 

の比 

目標管理基準値案 SBmsy 16.7 0.399 7.2 31.1 0.22 0.80 

限界管理基準値案 SB0.6msy 5.4 0.129 4.3 18.3 0.31 1.23 

禁漁水準案 SB0.1msy 0.7 0.016 0.7 14.0 0.35 1.46 

SBmsy を維持する 

漁獲圧 
Fmsy 

（0 歳, 1 歳, 2 歳, 3 歳, 4+歳） 

=（0.29, 0.39, 0.28, 0.27, 0.27） 

 

  

年齢 選択率 Fmsy F2018-2022 

平均 

体重 

（g） 

自然 

死亡 

係数 

成熟 

割合 

0 歳 0.75 0.29 0.36 117 0.4 0  

1 歳 1.00 0.39 0.49 216 0.4 0   

2 歳 0.71 0.28 0.35 383 0.4 1.00 

3 歳 0.69 0.27 0.34 496 0.4 1.00 

4 歳以上 0.69 0.27 0.34 627 0.4 1.00 
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表 4. 将来の親魚量が目標管理基準値案を上回る確率（%） 

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.1 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

 

 

表 5. 将来の親魚量が限界管理基準値案を上回る確率（%）  

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.1 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

  

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
0.9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3
0.8 0 0 0 0 0 0 0 0 6 10
0.7 0 0 0 0 0 0 0 0 6 13
0.6 0 0 0 0 0 0 0 0 12 24
0.5 0 0 0 0 0 0 1 2 29 46
0.4 0 0 0 6 21 38 52 63 84 88
0.3 0 0 15 59 87 97 99 100 100 100
0.2 0 8 69 99 100 100 100 100 100 100
0.1 0 45 100 100 100 100 100 100 100 100
0.0 0 82 100 100 100 100 100 100 100 100

現状の漁獲圧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 100 100 100 100 100 100 100 99 98 95
0.9 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.8 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.7 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.6 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.3 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.2 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.1 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

現状の漁獲圧 100 100 100 98 51 8 0 0 9 14

100 100
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表 6. 将来の親魚量が禁漁水準案を上回る確率（%） 

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.1 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

 

 

表 7. 将来の平均親魚量（万トン） 

 

 

β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.1 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。  

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.9 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.8 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.7 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.6 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.3 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.2 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.1 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

現状の漁獲圧 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

100 100

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 10.1 9.5 8.5 8.0 7.5 7.1 6.8 6.5 7.1 7.5
0.9 10.4 10.1 9.3 8.9 8.5 8.2 8.0 7.7 8.6 9.1
0.8 10.8 10.7 10.2 9.9 9.7 9.5 9.3 9.2 10.3 11.1
0.7 11.1 11.4 11.1 11.1 11.0 10.9 10.9 10.9 12.2 13.2
0.6 11.4 12.2 12.1 12.3 12.4 12.6 12.6 12.7 14.4 15.6
0.5 11.8 12.9 13.2 13.7 14.1 14.4 14.6 14.8 16.7 18.2
0.4 12.2 13.7 14.4 15.3 15.9 16.4 16.7 17.0 19.2 21.0
0.3 12.5 14.6 15.7 16.9 17.9 18.6 19.1 19.5 21.9 23.9
0.2 12.9 15.5 17.1 18.8 20.1 21.0 21.7 22.1 24.7 26.8
0.1 13.3 16.5 18.7 20.9 22.5 23.7 24.4 24.9 27.6 29.9
0.0 13.7 17.6 20.4 23.1 25.2 26.6 27.4 27.9 30.6 33.0

現状の漁獲圧 9.4 8.2 6.9 6.1 5.4 4.9 4.4 4.1 4.3 4.3

7.9 12.4
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表 8. 将来の平均漁獲量（万トン） 

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.1 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

  

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 4.1 3.9 3.6 3.4 3.2 3.0 2.9 3.0 3.2 3.4 3.5
0.9 3.8 3.6 3.5 3.3 3.2 3.1 3.0 3.2 3.4 3.6 3.8
0.8 3.4 3.4 3.3 3.2 3.1 3.1 3.0 3.2 3.5 3.7 3.9
0.7 3.0 3.1 3.1 3.1 3.0 3.0 3.0 3.2 3.5 3.8 4.0
0.6 2.6 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9 2.9 3.1 3.5 3.7 3.9
0.5 2.2 2.4 2.5 2.6 2.6 2.7 2.7 3.0 3.2 3.5 3.6
0.4 1.8 2.0 2.1 2.2 2.3 2.4 2.4 2.6 2.9 3.1 3.2
0.3 1.4 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.0 2.2 2.4 2.6 2.7
0.2 0.9 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.5 1.6 1.8 1.9 1.9
0.1 0.5 0.6 0.6 0.7 0.8 0.8 0.8 0.9 1.0 1.0 1.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

現状の漁獲圧 5.0 4.4 3.9 3.4 3.0 2.7 2.5 2.5 2.6 2.6 2.7

6.1
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補足資料 1 再生産関係式のモデル診断結果について 

 

最大持続生産量（MSY）を実現する親魚量の算出および将来予測計算に使用する再生産

関係として、ホッケー・スティック（HS；Clark et al., 1985）型、ベバートン・ホルト（BH；

Beverton and Holt 1957）型、およびリッカー（RI；Ricker 1954）型の再生産関係式を検討候

補とした。Ry を y 年の加入量、By を y 年当初の親魚量、Amin を加入年齢（本系群の場合は

Amin は 0 歳）としたときのそれぞれの再生産関係式の数式は以下の通りである； 

𝑅௬ = ቊ
𝑎𝑏   if 𝐵௬ି஺೘೔೙

> 𝑏

𝑎𝐵௬ି஺೘೔೙
   if 𝐵௬ି஺೘೔೙

≤ 𝑏
     (Hockey stick, HS) 

𝑅௬ =
𝑎𝐵௬ି஺೘೔೙

(1 + 𝑏𝐵௬ି஺೘೔೙
)

     (Beverton Holt, BH) 

𝑅௬ = 𝑎𝐵௬ି஺೘೔೙
exp൫−𝑏𝐵௬ି஺೘೔೙

൯   (Ricker, RI) 

 

いずれの再生産関係式でも、推定するパラメータは a および b の 2 つである。HS 型の場

合、a は折れ点までの再生産曲線の傾き（尾/トン）、b は折れ点となる親魚量（千トン）を

示す。再生産関係の検討の際には、推定された再生産曲線からの加入量の残差標準偏差（S.D.）

も併せて算出した。 

本資源の再生産関係として、HS 型、RI 型、および BH 型の再生産関係式を、最小二乗法

および最小絶対値法により 1995～2022 年漁期の加入量・親魚量のデータに当てはめた。HS

型の残差の自己相関（AR）については、自己相関を考慮しないでパラメータ推定したのち

に残差に対して自己相関係数を推定する方法（二段階推定）を用いた（詳細は「再生産関係

の推定・管理基準値計算・将来予測シミュ ーションに関する技術ノート（FRA-SA2024-

ABCWG02-04）」（水産研究・教育機構 2024）を参照）。最適化法には最小絶対値法を用

いた。推定された再生産関係式のパラメータを補足表 1-1 に示す。BH 型および HS 型を仮

定した場合は、RI 型を仮定した場合と比べて親魚量が少ない場合に高い加入量が予測され

た（補足図 1-1）。過去に経験したことがない少ない親魚量において、加入尾数が保守的で

ない外挿値になっており、BH 型および HS 型の再生産関係式の使用は RI 型再生産関係式

を用いる場合に比べてリスクが高いと考えられた。また、簡易的な MSE により、RI 型と HS

型で再生産関係を誤って適用した場合と、RI 型と BH 型で再生産関係を誤って適用した場

合の資源減少リスクをそれぞれ検討した結果、RI 型再生産関係式の使用が推奨された（補

足資料 4、5）。 

RI 型再生産関係式を最小絶対値法により当てはめた場合の残差トレンドと自己相関プロ

ットを補足図 1-2 に示す。RI 型再生産関係を仮定した場合、自己相関プロットの信頼区間

に概ね収まっており、本資源については自己相関を考慮する必要はないと考えられた。なお、

残差の時系列に着目すると、RI 型再生産関係を仮定した場合には近年の加入量がモデルか

らの予測値よりも低く、減少傾向にあると解釈された。再生産関係モデルに対する残差の正

規性については、Kolmogorov-Smirnov 検定により検討したが優位な逸脱は検出されなかっ

た。（補足図 1-3）。 

 自己相関を考慮しないモデルについて、RI 型再生産関係式を最小絶対値法により当ては

める上での個々のデータの影響をジャックナイフ法により検討したところ、推定の頑健性
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に大きな問題はみられなかった（補足図 1-4 および 1-5）。パラメータ推定の信頼区間は残

差ブートストラップにより検討した（補足図 1-6 および 1-7）。また、プロファイル尤度を

補足図 1-8 に示した。これらの結果からは、パラメータ推定において特段の問題は認められ

ず、最適解として推定されていると考えられた。 
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補足図 1-1. 各モデルにおける再生産関係式 

ホッケー・スティック型（HS）、リッカー型（RI）、ベバートン・ホルト型（BH）の

再生産関係式を、最小絶対値法により当てはめた。黒丸は分析に使用した親魚量・加入

尾数（1995～2022 年漁期）である。 
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補足図 1-2. リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合の残差トレンド（左

図）、自己相関プロット（中央図）、および Ljung-Box 検定における P 値（右図） 

残差の時系列の図中の赤線は平滑化された曲線を示す。自己相関プロットの青色の点

線は 95％信頼区間を示す。Ljung-Box 検定における P 値（縦軸）の青色の点線は 5％水

準を表す。 

 

 

 

 

補足図 1-3.  リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合の標準化残差のヒ

ストグラムと正規性テスト結果（左図）、残差の累積確率密度のヒストグラム（中央図）、

および一様分布を仮定した QQ プロット（右図） 

残差のヒストグラムの右上の数値は Shapiro-Wilk 検定（SW）と Kolmogorov-Smirnov 検

定（KS）の結果である。どちらも、帰無仮説は「正規分布に従っている」である。QQ

プロットの赤線は理論値を示している。 
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補足図 1-4. リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合のジャックナイフ

解析での推定結果 

赤線は全データでの推定値、青線は各年のデータを除外した場合の推定値である。横軸

は親魚量（トン）、縦軸は加入尾数（千尾）である。丸印は分析に使用した親魚量・加

入尾数であり、黒丸は最新年（2023 年漁期）を示す。 
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補足図 1-5. リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合のジャックナイフ

解析でのパラメータ別の影響 
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補足図 1-6. リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合の残差ブートスト

ラップ解析の結果 

赤線は元データでの推定値、青線はノンパラメトリックブートストラップでの推定値

である。横軸は親魚量（トン）、縦軸は加入尾数（百万尾）である。丸印は分析に使用

した親魚量・加入尾数であり、黒丸は最新年（2023 年漁期）を示す。 
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補足図 1-7. リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合の残差ブートスト

ラップ解析での中央値（緑点線）と 90%信頼区間（青線） 

赤線はパラメータの点推定値である。  
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補足図 1-8. リッカー型再生産関係式を最小絶対値法で当てはめた場合の推定パラメータ

のプロファイル尤度 

×印は推定されたパラメータ値における尤度に相当する。 
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補足表 1-1. MSY 管理基準値算出に使用した再生産関係式における各パラメータ推定値 

 

再生産関係式 
最適 

化法 

自己 

相関 

推定 

法 
a b S.D. ρ R0 h 

データ

数 

リッカー L1*1 無 ‐ 0.0106 4.85e-06 0.547 0 587.2 1.00 28 

ベバートン・ 

ホルト 
L1 無 ‐ 0.0350 4.38e-05 0.505 0 765.4 0.86 28 

ホッケー・ 

スティック 
L1 有 二段階 0.0183 3.76e+04 0.498 0.29 689.5 0.92 28 

ホッケー・ 

スティック 
L1 無 ‐ 0.0183 3.76e+04 0.470 0 689.5 0.92 28 

ベバートン・ 

ホルト 
L2*2 無 ‐ 0.0686 8.63e-05 0.495 0 778.4 0.92 28 

ホッケー・ 

スティック 
L2 無 ‐ 0.0188 3.76e+04 0.497 0 708.8 0.92 28 

リッカー L2 無 ‐ 0.0131 5.47e-06 0.527 0 557.1 1.19 28 

*1 最小絶対値法、*2 最小二乗法 

推奨する再生産関係式を太字とした。S.D.は加入のばらつきの大きさをあらわす指標で、

対数残差の標準偏差（Standard Deviation、平均二乗誤差の平方根）である。加入残差の自

己相関を考慮した場合は、自己相関パラメータ ρ についても示した。R0 は SB0 のときの

平均加入尾数である。h（スティープネス）は再生産関係の密度補償効果の程度を示す指

標であり、RI 型および BH 型の場合は 0.2SB0 のときの平均加入尾数を R0 で割った値、

HS 型の場合は 1-SBhs/SB0（SBhs は HS の折れ点）となる値である。 
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補足資料 2 将来予測の方法 

 

将来予測における各種設定には表 2 の値を用いた。資源尾数や漁獲量の予測は、統計ソフ

トウェア R（version 4.2.2）用計算パッケージ frasyr （version 2.4.0）を用いて実施した。将

来予測における加入量は、本資料において提案されたリッカー型再生産関係と年々推定さ

れる親魚量から求めた。 

将来予測における漁獲係数 F は、「令和 6（2024）年度 漁獲管理規則および ABC 算定の

ための基本指針（FRA-SA2024-ABCWG02-01）」（水産研究・教育機構 2024）における 1 系

資源の管理規則に基づき算出される値を用いた。将来予測における選択率や漁獲物平均体

重等の値は、MSY 管理基準値等の算出に用いた各種設定を用いた（表 2）。これらは再生産

関係と同じく、令和 6（2024）年度資源評価に基づく値であり、漁獲物平均体重はこの計算

結果における 2018～2022 年漁期の平均値である。 

今年度の資源評価においては昨年度の資源評価に引き続いて、今後も短期的には加入量

の低下傾向が継続することが十分に予測されることから、2015～2022 年漁期の加入量の低

下傾向を考慮して将来予測を行った。具体的には加入量の不確実性として、2024 年漁期以

降の加入量を 1995～2022 年漁期の観測値と再生産関係式の残差を後ろ向きに時代を区切っ

てリサンプリングによって与えるバックワードリサンプリングを行った。この試行を 10,000

回行い、それらの平均値と 90%予測区間を求めることにより、不確実性の程度を示した（補

足図 2-1）。直近の加入量の低下傾向を反映させるため、後ろ向きに時代を区切って残差の

リサンプリングを行うバックワードリサンプリングを採用した。バックワードリサンプリ

ングは以下のような手順で行われ、直近の加入量の低下傾向の影響が徐々に緩和されるよ

うな仮定となっている。 

・将来予測の 1～8 年目： 2023 年漁期を除く最新 8 年分（2015～2022 年漁期）の残差の

みから重複を許したリサンプリングを行う。 

・将来予測の 9～16 年目：2023 年漁期を除く最新 8 年分（2015～2022 年漁期）の残差、

または、さらに過去に遡った 8 年分（2007～2014 年漁期）の残差のどちらかをランダムに

選択し、選ばれた方の 8 年分の残差を、重複を許してリサンプリングを行う。 

・将来予測の 17 年目～：上記の手順のように 8 年ずつリサンプリングする範囲を追加す

る。 

資源尾数の予測には､コホート解析の前進法（（1）–（3）式）を用いた。  

 

           (1) 

 

      (2) 

 

𝐶௔,௬ = 𝑁௔,௬൛1 − exp൫−𝐹௔,௬൯ൟexp ቀ−
ெ

ଶ
ቁ         (3) 

 

)exp( ,,1,1 MFNN yayaya 

)exp()exp( ,2,2,3,31,3 MFNMFNN yyyyy  
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親魚量が限界管理基準値案未満である場合の漁獲圧は、当年の親魚量に応じた係数を乗

じて γ(SBt)×β Fmsy として求めた。ここで γ(SBt)は「漁獲管理規則および ABC 算定のため

の基本指針」における 1 系資源の管理規則に基づき、（4）式により計算された。 

γ(SB୲) =
ୗ୆౪ିୗ୆ౘ౗౤

ୗ୆ౢ౟ౣ౟౪ିୗ୆ౘ౗౤
               (4) 

 

引用文献 

水産研究・教育機構  (2024) 令和 6（2024）年度漁獲管理規則および ABC 算定のための基

本指針. FRA-SA2024-ABCWG02-01, 水産研究・教育機構, 横浜, XXpp. https://abchan. 

fra.go.jp/references_list/FRA-SA2024-ABCWG02-01.pdf 

田中昌一 (1960) 水産生物の Population Dynamics と漁業資源管理. 東海区水産研究所研究報

告, 28, 1-200. 





FRA-SA2024-BRP02-02 

31 
 

補足資料 3 再生産関係式による MSY 管理基準値の違い 

 

仮定する再生産関係による MSY 管理基準値の違いを把握するため、AICc に基づき当て

はまりが良いと判断された 3 通りの再生産関係の組み合わせで、それぞれ MSY 管理基準値

を推定した。比較対象とした再生産関係の組み合わせは、BH 型再生産関係、HS 型再生産

関係、RI 型再生産関係をそれぞれ最小絶対値法で当てはめた場合である。なお、HS 型再生

産関係につ ては、自己相関を考慮しないでパラメータ推定したのちに残差に対して自己

相関係数を推定する方法（二段階推定）により、自己相関を考慮した。それぞれの再生産関

係と最適化方法に基づき推定された MSY 管理基準値を補足表 3-1 に示す。 

 BH型やHS型再生産関係を用いた場合、RI型に比べてMSY管理基準値（SBmsy、SB0.6msy、

および SB0.1msy）は低い値となる。また、F2018-2022 に対する Fmsy の比は、BH 型や HS

型で、RI 型より大きい値となる。BH 型、HS 型は、RI 型に比べ AICc は低かったものの、

親魚量が少ない時に高い加入量が予測された（補足図 1-1）。本資源では親魚量が 3.8 万ト

ン以下の際の加入量のデータがため、親魚量が少ない時に高い加入量を予測値として与え

ることは、将来予測に基づき適切な資源利用を図る上ではリスクとなる。 

 

補足表 3-1. 各再生産関係と最適化方法に基づき推定された MSY 管理基準値 

 

 
BH 型 

（最小絶対値法、自己相関
なし） 

HS 型 
（最小絶対値法、自己相関

あり） 

RI 型 
（最小絶対値法、自己相関

なし） 
SBmsy 12.5 万トン 7.2 万トン 16.7 万トン 
SB0.6msy 2.2 万トン 2.6 万トン 5.4 万トン 
SB0.1msy 0.2 万トン 0.4 万トン 0.7 万トン 
MSY 6.7 万トン 7.4 万トン 7.3 万トン 
Umsy 0.246 0.347 0.216 
Fmsy/F2018-2022  0.934 1.42 0.803 
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補足資料 4 RI 型と HS 型再生産関係を用いた場合の資源減少リスクの比較 

 

HS 型の再生産関係は RI 型の再生産関係に比べ、SBmsy や Fmsy 等は楽観的になってい

た（補足表 3-1）。そのため、HS 型の再生産関係を適用することは、漁獲可能量を過大に予

測し、資源が減少するリスクが考えられた。そこで、簡易的な MSE により、①真の再生産

関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用して管理した場合、②真の再生産関

係が HS 型の再生産関係であるときに、RI 型の再生産関係を適用して管理した場合につい

て、簡易的な MSE を行い資源減少のリスクを評価した。なお、シミュ ーションの回数は

3,000 回、ABC を計算する際の将来予測の回数は 5 回とした。 

①真の再生産関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用して管理した場合、

HS 型の楽観的な管理基準値の影響で漁獲圧が高く、親魚量および漁獲量は減少する予測と

なった（補足図 4-1、補足表 4-1、4-2）。これは、近年の低加入を考慮したバックワードリ

サンプリングを使用し ABC の算定を行った場合も同様の傾向であった。一方、②真の再生

産関係が HS 型の再生産関係であるときに、RI 型の再生産関係を適用して管理した場合は、

漁獲圧が低く、親魚量は高い水準で維持される（補足図 4-2、補足表 4-3、4-4）。RI 型は誤

って採用した場合に、親魚量減少リスクおよび漁獲量の減少リスクは小さい。また、HS 型

は親魚量が少ない際に高い加入量を予測値として与えるリスクがあることからも、RI 型の

再生産関係の適用が推奨される。 

 

 

 

 

補足図 4-1.  真の再生産関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用した場合の

加入尾数、親魚量、漁獲量、漁獲圧の比の将来予測 

目標管理基準値案、限界管理基準値案は真の再生産関係である RI 型の管理基準値案を示

す。simple は真の再生産関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用した場合の

将来予測、backward は真の再生産関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用し
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た場合に、近年の低加入を考慮したバックワードリサンプリングを使用し ABC の算定を

行った将来予測を示す。調整係数 β には 0.8 を用いた。 

 

 

 

補足図 4-2.  真の再生産関係が HS 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

加入尾数、親魚量、漁獲量、漁獲圧の比の将来予測 

目標管理基準値案、限界管理基準値案は真の再生産関係である HS 型の管理基準値案を示

す。simple は真の再生産関係が HS 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

将来予測、backward は真の再生産関係が HS 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用し

た場合に、近年の低加入を考慮したバックワードリサンプリングを使用し ABC の算定を

行った将来予測を示す。調整係数 β には 0.8 を用いた。 
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補足表 4-1.  真の再生産関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均親魚量（万トン） 

 

 
 

 

補足表 4-2.  真の再生産関係が RI 型であるときに、HS 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均漁獲量（万トン） 

 

 
 

 

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 9.0 8.2 6.6 5.5 4.4 3.8 3.2 2.8 2.5 2.3
0.9 9.6 9.3 8.0 7.1 6.1 5.4 4.7 4.2 3.8 3.5
0.8 10.3 10.5 9.7 9.1 8.2 7.7 7.0 6.5 6.0 5.7
0.7 10.9 11.8 11.6 11.4 10.9 10.6 10.2 9.8 9.4 9.2
0.6 11.7 13.3 13.8 14.2 14.1 14.2 14.0 13.9 13.8 13.8
0.5 12.4 14.9 16.2 17.3 17.8 18.2 18.3 18.5 18.6 18.9
0.4 13.2 16.7 18.9 20.8 21.8 22.5 22.8 23.0 23.2 23.6
0.3 14.1 18.7 22.0 24.8 26.3 27.1 27.4 27.5 27.6 27.9
0.2 15.0 21.0 25.5 29.3 31.2 32.1 32.1 32.0 31.9 32.1
0.1 15.9 23.5 29.6 34.5 36.8 37.5 37.1 36.6 36.3 36.5
0.0 17.0 26.2 34.2 40.5 43.3 43.6 42.7 41.6 41.0 41.1

7.9 12.4

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 9.7 7.5 7.3 5.9 5.0 4.1 3.5 2.9 2.6 2.3 2.2
0.9 8.9 7.2 7.3 6.4 5.6 4.9 4.4 3.9 3.5 3.2 3.0
0.8 8.1 6.8 7.2 6.6 6.2 5.7 5.3 4.9 4.6 4.3 4.1
0.7 7.3 6.4 6.9 6.7 6.5 6.2 6.1 5.8 5.7 5.5 5.4
0.6 6.4 5.9 6.5 6.5 6.6 6.5 6.5 6.4 6.4 6.3 6.3
0.5 5.5 5.3 5.9 6.1 6.3 6.4 6.5 6.5 6.5 6.5 6.6
0.4 4.5 4.5 5.2 5.5 5.8 5.9 6.1 6.1 6.1 6.1 6.2
0.3 3.5 3.6 4.3 4.7 5.0 5.1 5.2 5.2 5.3 5.3 5.3
0.2 2.4 2.6 3.2 3.5 3.8 3.9 4.0 4.0 4.0 3.9 4.0
0.1 1.2 1.4 1.7 2.0 2.2 2.2 2.3 2.2 2.2 2.2 2.2
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6.9
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補足表 4-3.  真の再生産関係が HS 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均親魚量（万トン） 

 

 
 

 

補足表 4-4.  真の再生産関係が HS 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均漁獲量（万トン） 

 

 

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 14.0 15.0 15.1 15.2 15.2 15.3 15.3 15.3 15.3 15.4
0.9 14.5 16.0 16.3 16.6 16.6 16.7 16.7 16.7 16.7 16.8
0.8 14.9 17.0 17.7 18.1 18.2 18.4 18.3 18.3 18.3 18.5
0.7 15.3 18.0 19.1 19.8 20.1 20.3 20.3 20.3 20.3 20.5
0.6 15.8 19.2 20.8 21.8 22.2 22.6 22.6 22.7 22.7 22.9
0.5 16.3 20.4 22.5 23.9 24.6 25.2 25.3 25.5 25.6 25.8
0.4 16.8 21.7 24.5 26.4 27.4 28.1 28.5 28.7 28.9 29.1
0.3 17.3 23.1 26.6 29.1 30.5 31.5 32.0 32.4 32.7 33.0
0.2 17.9 24.5 28.9 32.1 34.0 35.3 36.1 36.6 37.0 37.4
0.1 18.4 26.1 31.5 35.4 37.9 39.6 40.6 41.3 41.8 42.3
0.0 19.0 27.8 34.2 39.1 42.2 44.4 45.7 46.6 47.1 47.7

7.9 12.4

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 5.7 6.6 6.7 6.6 6.6 6.6 6.7 6.6 6.7 6.6 6.7
0.9 5.2 6.2 6.4 6.4 6.4 6.4 6.5 6.4 6.5 6.5 6.5
0.8 4.7 5.7 6.0 6.1 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2
0.7 4.2 5.2 5.6 5.7 5.8 5.8 5.9 5.9 5.9 5.9 5.9
0.6 3.6 4.6 5.1 5.3 5.4 5.4 5.5 5.4 5.5 5.5 5.5
0.5 3.1 4.0 4.5 4.7 4.8 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 5.0
0.4 2.5 3.3 3.8 4.0 4.1 4.2 4.2 4.3 4.3 4.3 4.3
0.3 1.9 2.6 3.0 3.2 3.3 3.4 3.4 3.4 3.5 3.5 3.5
0.2 1.3 1.8 2.1 2.3 2.4 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5
0.1 0.7 0.9 1.1 1.2 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7.4
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補足資料 5  RI 型と BH 型再生産関係を用いた場合の資源減少リスクの比較 

 

BH 型の再生産関係は RI 型の再生産関係に比べ、SBmsy や Fmsy 等はやや楽観的になっ

ていた（補足表 3-1）。そのため、BH 型の再生産関係を適用することは、漁獲可能量を過

大に予測し、資源が減少するリスクが考えられた。そこで、簡易的な MSE により、①真の

再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用して管理した場合、②真の再

生産関係が BH 型の再生産関係であるときに、RI 型の再生産関係を適用して管理した場合

について、簡易的な MSE を行い資源減少のリスクを評価した。なお、シミュ ーションの

回数は 3,000 回、ABC を計算する際の将来予測の回数は 5 回とした。 

①真の再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用して管理した場合、

②真の再生産関係が BH 型の再生産関係であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合

のどちらも親魚量は高い水準で維持される予測となった（補足図 5-1、補足表 5-1）。これ

は、近年の低加入を考慮したバックワードリサンプリングを使用し ABC の算定を行った場

合も同様の傾向であった。しかしながら、2035 年漁期における平均親魚量の予測値を①と

②のシナリオで比較すると、②の方が、平均親魚量の予測値が高くなる予測となった（補足

表 5-1，5-3）。一方で、①と②のシナリオにおける 2035 年漁期の平均漁獲量の差は、β が

0.8 以下であれば、①のシナリオの方が高いが、その差は 0.1～0.5 万トンと大きくない（補

足表 5-2、5-4）。BH 型も RI 型も誤って採用した場合の親魚量減少リスクの差は小さく、予

測される漁獲量の差もあまり大きくないが、RI 型を採用する方が、より親魚量減少リスク

が小さいと考えられる。BH 型は親魚量が少ない際に高い加入量を予測値として与えるリス

クがあることからも、RI 型の再生産関係の適用が推奨される。 

 

 

 

補足図 5-1.  真の再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用した場合の

加入尾数、親魚量、漁獲量、漁獲圧の比の将来予測 

目標管理基準値案、限界管理基準値案は真の再生産関係である RI 型の管理基準値案を示

す。simple は真の再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用した場合の
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将来予測、backward は真の再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用し

た場合に、近年の低加入を考慮したバックワードリサンプリングを使用し ABC の算定を

行った将来予測を示す。調整係数 β には 0.8 を用いた。 

 

 

 

 

補足図 5-2.  真の再生産関係が BH 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

加入尾数、親魚量、漁獲量、漁獲圧の比の将来予測 

目標管理基準値案、限界管理基準値案は真の再生産関係である BH 型の管理基準値案を示

す。simple は真の再生産関係が BH 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

将来予測、backward は真の再生産関係が BH 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用し

た場合に、近年の低加入を考慮したバックワードリサンプリングを使用し ABC の算定を

行った将来予測を示す。調整係数 β には 0.8 を用いた。 
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補足表 5-1.  真の再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均親魚量（万トン） 

 

 
 

 

補足表 5-2.  真の再生産関係が RI 型であるときに、BH 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均漁獲量（万トン） 

 

 
 

 

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 11.6 12.8 12.9 13.0 12.6 12.4 12.1 11.8 11.6 11.4
0.9 12.0 13.7 14.2 14.7 14.7 14.7 14.5 14.4 14.3 14.3
0.8 12.5 14.7 15.7 16.6 16.9 17.1 17.1 17.1 17.2 17.3
0.7 13.0 15.8 17.4 18.7 19.3 19.7 19.8 20.0 20.1 20.4
0.6 13.5 17.0 19.2 21.0 21.9 22.5 22.7 22.8 23.0 23.3
0.5 14.0 18.3 21.1 23.5 24.7 25.4 25.6 25.7 25.9 26.2
0.4 14.6 19.7 23.3 26.3 27.8 28.6 28.7 28.7 28.7 29.0
0.3 15.1 21.1 25.6 29.3 31.2 31.9 31.8 31.7 31.6 31.8
0.2 15.7 22.7 28.2 32.7 34.8 35.5 35.2 34.8 34.6 34.8
0.1 16.3 24.4 31.1 36.4 38.8 39.4 38.8 38.1 37.7 37.9
0.0 17.0 26.2 34.2 40.5 43.3 43.6 42.7 41.6 41.0 41.1

7.9 12.4

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 6.5 6.4 6.7 6.7 6.6 6.5 6.4 6.2 6.1 6.0 5.9
0.9 6.0 6.1 6.4 6.5 6.6 6.5 6.6 6.5 6.4 6.4 6.4
0.8 5.4 5.6 6.1 6.3 6.5 6.5 6.6 6.5 6.6 6.6 6.6
0.7 4.8 5.2 5.7 6.0 6.2 6.3 6.4 6.4 6.5 6.5 6.5
0.6 4.2 4.6 5.2 5.6 5.9 6.0 6.1 6.1 6.2 6.2 6.2
0.5 3.5 4.1 4.6 5.0 5.3 5.5 5.6 5.6 5.7 5.7 5.7
0.4 2.9 3.4 4.0 4.4 4.7 4.8 4.9 4.9 5.0 5.0 5.0
0.3 2.2 2.7 3.2 3.6 3.9 4.0 4.1 4.1 4.0 4.0 4.1
0.2 1.5 1.9 2.3 2.6 2.8 2.9 3.0 2.9 2.9 2.9 2.9
0.1 0.8 1.0 1.2 1.4 1.5 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6.9
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補足表 5-3.  真の再生産関係が BH 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均親魚量（万トン） 

 

 
 

 

補足表 5-4.  真の再生産関係が HS 型であるときに、RI 型の再生産関係を適用した場合の

将来の平均漁獲量（万トン） 

 

 

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 12.7 13.7 14.0 14.4 14.5 14.6 14.6 14.6 14.6 14.8
0.9 13.1 14.6 15.2 15.8 16.0 16.2 16.2 16.3 16.3 16.5
0.8 13.6 15.5 16.5 17.4 17.8 18.1 18.2 18.3 18.4 18.6
0.7 14.0 16.6 18.0 19.1 19.8 20.3 20.5 20.7 20.8 21.1
0.6 14.5 17.7 19.6 21.2 22.1 22.8 23.2 23.5 23.7 24.0
0.5 14.9 18.8 21.3 23.4 24.7 25.7 26.2 26.7 27.0 27.4
0.4 15.4 20.1 23.2 25.9 27.6 28.9 29.7 30.3 30.8 31.3
0.3 15.9 21.4 25.3 28.6 30.8 32.6 33.7 34.5 35.1 35.7
0.2 16.5 22.8 27.6 31.7 34.5 36.7 38.1 39.1 39.9 40.7
0.1 17.0 24.4 30.1 35.1 38.6 41.2 43.0 44.3 45.2 46.1
0.0 17.6 26.0 32.8 38.8 43.0 46.3 48.4 49.9 51.0 52.0

7.9 12.4

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 5.7 6.2 6.3 6.4 6.4 6.4 6.5 6.5 6.5 6.5 6.6
0.9 5.2 5.8 6.1 6.2 6.3 6.3 6.4 6.4 6.4 6.4 6.5
0.8 4.7 5.4 5.7 5.9 6.1 6.1 6.2 6.2 6.3 6.3 6.3
0.7 4.2 4.9 5.3 5.6 5.7 5.8 5.9 5.9 6.0 6.0 6.1
0.6 3.6 4.4 4.9 5.1 5.3 5.4 5.5 5.6 5.6 5.6 5.7
0.5 3.1 3.8 4.3 4.6 4.8 4.9 5.0 5.0 5.1 5.1 5.2
0.4 2.5 3.2 3.7 3.9 4.1 4.2 4.3 4.4 4.4 4.4 4.5
0.3 1.9 2.5 2.9 3.2 3.3 3.4 3.5 3.5 3.6 3.6 3.6
0.2 1.3 1.7 2.1 2.2 2.4 2.4 2.5 2.5 2.6 2.6 2.6
0.1 0.7 0.9 1.1 1.2 1.3 1.3 1.3 1.4 1.4 1.4 1.4
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7.1
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補足資料 6  2024 年漁期以降の加入量の低下傾向を考慮しない場合の将来予測 

 

（1）将来予測の設定 

令和 6 年度資源評価で推定された 2023 年漁期の資源量から、コホート解析の前進法を用

いて 2024～2053 年漁期の将来予測計算を行った。この将来予測では加入量の不確実性を考

慮した。1-3）で提案した再生産関係式を用いて各年に予測される親魚量から加入量を予測

し、その予測値に対数正規分布に従う誤差を与えることで加入量の不確実性を考慮した。対

数正規分布から無作為抽出した誤差を予測値に与える計算を 10,000 回行い、それらの平均

値と 90%予測区間を求めることにより、不確実性の程度を示した。将来の加入量の設定を

除いて、2-5）で行った将来予測と同じ手法で計算を行った。 

 

（2）管理開始年（2025 年漁期）の予測値 

2025 年漁期の平均親魚量は 12.4 万トンで、目標管理基準値案を下回り、限界管理基準値

案および禁漁水準案を上回ると予測された（補足表 6-1～4）。漁獲管理規則案に基づき計算

された 2025 年漁期の平均漁獲量は β を 0.8 とした場合には 4.7 万トン、β を 1.0 とした場合

には 5.7 万トンと予測された（補足表 6-5）。 

 

（3）管理開始から 5 年後（2030 年漁期）および 10 年後（2035 年漁期）の予測値 

管理開始から 5 年後および 10 年後の将来予測の結果を補足図 6-1 および補足表 6-6 に示

す。現状の漁獲圧（F2018-2022）で漁獲を継続した場合の結果も比較のため示した。β を 0.8

として漁獲管理規則案に基づく管理を継続した場合、親魚量は 5 年後に 19.4 万トン（90%

予測区間は 12.8 万～27.2 万トン）、10 年後に 20.8 万トン（90%予測区間は 14.1～28.5 万ト

ン）と予測された（補足表 6-4、6）。β を 1.0 とした場合には、5 年後に 15.5 万トン（90%予

測区間は 10.0 万～22.0 万トン）、10 年後に 16.2 万トン（90%予測区間は 10.5 万～22.9 万ト

ン）と予測された。親魚量が目標管理基準値案を上回る確率は、β が 0.8 以下で 5 年後に 50%

を上回り、β が 0.9 以下で 10 年後に 50%を上回った。限界管理基準値案を上回る確率は、β

が 1.0 以下で 5 年後に 50%を上回る。現状の漁獲圧（F2018-2022）を継続した場合、管理開

始から 10 年後（2035 年漁期）の親魚量の予測値は 11.3 万トン（90%予測区間は 6.8 万～16.6

万トン）であり、目標管理基準値案を上回る確率は 10%、限界管理基準値案を上回る確率は

97%と予測された。 
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補足図 6-1. 管理基準値案に基づく漁獲管理規則案を用いた将来予測（赤色）と現状の漁獲

圧で漁獲を続けた場合の将来予測（青色）の比較 

太実線は平均値、網掛けはシミュレーション結果の 90%が含まれる 90%予測区間、細

線は 3 通りの将来予測の例示である。親魚量の図の緑破線は目標管理基準値案、黄一点

鎖線は限界管理基準値案、赤点線は禁漁水準案を示す。漁獲量の図の黒破線は最大持続

生産量 MSY を、漁獲割合の図の黒破線は目標管理基準値案を維持する漁獲割合の水準

（Umsy）を示す。2024 年漁期の漁獲は予測される資源量と現状の漁獲圧（F2018-2022）

により仮定し、2025 年漁期以降の漁獲は漁獲管理規則案（図 5）に従うものとした。調

整係数 β には 0.8 を用いた。
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補足表 6-1. 将来の親魚量が目標管理基準値案を上回る確率（%） 

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.9 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

 

 

補足表 6-2. 将来の親魚量が限界管理基準値案を上回る確率（%）  

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.9 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

  

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 7 19 26 31 34 37 38 40 40 40
0.9 8 26 36 44 49 53 55 57 57 58
0.8 10 34 47 58 64 69 71 72 74 74
0.7 13 43 59 71 78 82 85 85 87 87
0.6 16 52 70 82 88 92 93 94 95 95
0.5 19 61 80 91 95 97 98 98 98 98
0.4 23 70 88 96 98 99 99 99 100 100
0.3 27 78 93 98 100 100 100 100 100 100
0.2 31 85 97 100 100 100 100 100 100 100
0.1 36 91 99 100 100 100 100 100 100 100
0.0 42 95 100 100 100 100 100 100 100 100

現状の漁獲圧 4 9 9 10 10 11 11 11 10 10

0 0

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.9 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.8 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.7 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.6 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.3 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.2 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.1 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

現状の漁獲圧 100 100 100 99 99 99 98 98 98 97

100 100
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補足表 6-3. 将来の親魚量が禁漁水準案を上回る確率（%） 

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.9 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

 

 

補足表 6-4. 将来の平均親魚量（万トン） 

 

 

β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.9 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。  

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.9 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.8 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.7 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.6 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.3 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.2 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.1 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
0.0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

現状の漁獲圧 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

100 100

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 12.3 13.9 14.5 15.2 15.5 15.9 16.1 16.1 16.2 16.2
0.9 12.7 14.8 15.8 16.8 17.4 17.9 18.2 18.3 18.4 18.5
0.8 13.1 15.8 17.3 18.6 19.4 20.1 20.4 20.6 20.8 20.8
0.7 13.5 16.8 18.8 20.6 21.7 22.5 22.8 23.0 23.2 23.1
0.6 14.0 17.9 20.5 22.7 24.1 25.0 25.4 25.5 25.6 25.6
0.5 14.4 19.1 22.4 25.1 26.7 27.7 28.1 28.1 28.2 28.1
0.4 14.9 20.3 24.4 27.7 29.6 30.6 30.8 30.8 30.7 30.6
0.3 15.4 21.7 26.5 30.5 32.6 33.6 33.7 33.5 33.3 33.2
0.2 15.9 23.1 28.9 33.5 35.9 36.8 36.7 36.2 35.9 35.7
0.1 16.4 24.6 31.5 36.8 39.5 40.2 39.7 39.0 38.6 38.4
0.0 16.9 26.2 34.3 40.5 43.3 43.8 42.9 41.8 41.3 41.0

現状の漁獲圧 11.4 11.9 11.7 11.7 11.6 11.6 11.6 11.5 11.4 11.3

7.9 12.4
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補足表 6-5. 将来の平均漁獲量（万トン） 

 

 
β を 0.0～1.0 で変更した場合の将来予測の結果を示す。2024 年漁期の漁獲量は現状の漁獲

圧（F2018-2022）から予測される 6.9 万トンとし、2025 年漁期から漁獲管理規則案による漁

獲とした。比較のため現状の漁獲圧（F2018-2022、β = 1.25 に相当）で漁獲を続けた場合の

結果も示した。 

β 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
1.0 5.7 6.2 6.5 6.7 6.9 7.0 7.0 7.1 7.1 7.1 7.1
0.9 5.2 5.8 6.2 6.5 6.7 6.8 6.9 7.0 7.0 7.0 7.0
0.8 4.7 5.3 5.8 6.2 6.4 6.6 6.7 6.8 6.8 6.8 6.8
0.7 4.2 4.9 5.4 5.8 6.1 6.2 6.3 6.4 6.4 6.4 6.4
0.6 3.6 4.3 4.9 5.3 5.6 5.8 5.8 5.9 5.9 5.9 5.9
0.5 3.1 3.8 4.3 4.7 5.0 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2
0.4 2.5 3.1 3.7 4.0 4.3 4.4 4.4 4.5 4.4 4.4 4.4
0.3 1.9 2.5 2.9 3.2 3.4 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5
0.2 1.3 1.7 2.1 2.3 2.4 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5
0.1 0.7 0.9 1.1 1.2 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

現状の漁獲圧 6.8 6.9 7.0 6.9 6.9 6.9 6.8 6.8 6.7 6.7 6.7

6.9




